
 

令和３年４月 13 日  

消 防 庁  

 

「消防団員の処遇等に関する検討会」 

中間報告書及び消防庁長官通知 

 

 消防庁では、消防団員数が減少していることや、災害が多発化・激甚化する

中、消防団員の負担が増加していることを踏まえ、消防団員数を確保すること

を目的とした「消防団員の処遇等に関する検討会」を開催し、検討を行ってきま

した。 

今般、消防団員の適切な処遇のあり方に関する検討の結果を中間報告書とし

て取りまとめましたので公表します。 

また、この報告書を踏まえ、都道府県知事及び指定都市市長に対し、消防団員

の報酬等の基準の策定等について、消防庁長官から通知を発出します。 

 

１ 「消防団員の処遇等に関する検討会」中間報告書概要 

 ・報告書のポイントは別添のとおりです。 

 ・報告書の全文は、消防庁ホームページに掲載します。 

（URL: https://www.fdma.go.jp/singi_kento/kento/post-80.html） 

 

２ 消防庁長官通知（消防団員の報酬等の基準の策定等について） 

 ○ 主な内容（通知のポイント及び本文は別添のとおりです。） 

●以下を主な内容とする「非常勤消防団員の報酬等の基準」を定めたこと 

・年額報酬は、「団員」階級の者は 36,500 円を標準とすること 

・出動報酬は、災害時は１日あたり 8,000 円を標準とすること 

・報酬等の団員本人への直接支給を徹底すること 

●団員個人に対し直接支給すべき経費（報酬等）と、団・分団の運営に必要

な経費（維持管理費等）は適切に区別し、各市町村において適切に予算

措置すべきであること 

●各市町村において消防団と協議のうえ、十分な検討を行い、必要な条例

改正及び予算措置を実施すること。条例については、令和４年３月末日

までに改正し、同年４月１日から施行すること 

 

 

 
【連絡先】 

 消防庁国民保護・防災部地域防災室 

  鈴木課長補佐、青野係長、前田事務官 

 TEL：03-5253-7561 FAX：03-5253-7576 

 E-mail：syobodan@ml.soumu.go.jp 



①
消防団の現状

・令和２年４月１日時点の消防団員数は81万8,478人と２年連続で１万人以上減少
する危機的状況（特に20代の消防団入団者数が10年間で約４割減少）であること。

・他方、災害が多発化・激甚化する中、消防団の役割も多様化しており、一人ひとり
の消防団員の負担も大きくなっていること。

・こうした消防団員の労苦に報いるため、消防団員の処遇改善が不可欠と考えられる
こと。

・処遇改善は消防団員の士気向上や家族等の理解につながり、ひいては消防団員の
確保にも資すること。

②
出動手当

・出動手当を見直し、出動に応じた報酬制度（「出動報酬」）を創設すること。
また、出動に関する費用弁償（実費）については、別途必要額を措置すること。

・災害（火災・風水害等）に関する出動報酬は、１日＝７時間45分を基本とし、
予備自衛官等の他の類似制度を踏まえ、7,000～8,000円程度の額を、標準的な額と
すること。

・災害以外の出動報酬についても、市町村において、出動の態様（訓練や警戒等）や、
業務の負荷、活動時間等を勘案して均衡のとれた額となるよう定めること。

・支給方法については、団員個人に直接支給すべきであること。

③
年額報酬

・即応体制を取るために必要な作業や、消防団員という身分を持つことに伴う日常的
な活動に対する報酬として、出動報酬の創設後も引き続き支給すべきであること。

・金額については、「団員」階級の者については年額36,500円を標準的な額とし、
「団員」より上位の階級にある者等については、市町村において、業務の負荷や職
責等を勘案して均衡のとれた額となるよう定めること。

・支給方法については、団員個人に直接支給すべきであること。

④
消防団の運営に
必要な経費

・本来団員個人に直接支給すべき経費（年額報酬や出動報酬等）と、消防団や分団の
運営に必要な経費（装備や被服に係る経費、維持管理費、入団促進や広報に係る経
費等）は適切に区別し、それぞれを市町村において適切に予算措置すべきであるこ
と。

⑤
市町村における

対応

・①から④を踏まえ、市町村において消防団と協議のうえ、十分な検討を行い、
必要な条例改正及び予算措置を実施すべきであること。

⑥
国や都道府県に
おける対応

・国においては、出動報酬や年額報酬の標準的な額やその支給方法等の基準を定める
とともに、①から⑤について市町村に対して助言を行うこと。また、国は財政措置
のあり方について、財政需要の実態を踏まえ十分な検討を行うこと。

・都道府県においても、市町村に対し必要な助言等の支援を行うこと。

⑦
今後の検討事項

・報酬等に関する議論は、中間報告をもって結論とし、国・都道府県・市町村は早急
に消防団員の報酬等の改善に向けた取組を進めること。

・消防団員の確保のためには、報酬等の改善のほか、社会的評価の向上や広報、訓練
のあり方など、他にも取り組むべき重要な課題があるため、本検討会において、こ
れらの項目について引き続き精力的に検討すること。

「消防団員の処遇等に関する検討会」中間報告概要



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「消防団員の処遇等に関する検討会」 

中間報告書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和３年４月 

消防団員の処遇等に関する検討会 
 

 

 



 

 

  



1 

 

 

 

はじめに 

 

消防団員数の減少が危機的な状況となっている。 

 全国の消防団員数は、平成30年度から２年連続で１万人以上減少し、足元の人数は令

和２年４月１日時点で81万8,478人となっており、このままでは80万人を切るのも時間

の問題である。 

 これまでも、消防団員数の減少という課題に対しては、「消防団を中核とした地域防

災力の充実強化に関する法律」（平成25年法律第110号）の制定や、「消防団員の確保

方策等に関する検討会」（平成29年度）の開催など、様々な議論・検討を行い、必要と

考えられる対策を講じてきた。機能別団員数や、学生・女性団員数の増加など、消防団

員の裾野は広がってきているものの、残念ながら消防団員数の減少傾向を抜本的に改善

するまでは至っていない。 

 一方で、国内の情勢に目を向けると、平成30年７月豪雨、令和元年東日本台風、令和

２年７月豪雨など、毎年、大きな災害が全国各地で発生している。このような大災害に

対して、消防団員は、自らの危険も顧みず、救助や警戒、避難誘導など様々な場面で活

躍し、「地域防災力の要」として大変重要な役割を果たしていることは、決して忘れて

はならない事実である。 

 このような災害の多発化・激甚化と消防団員数の減少により、消防団員一人ひとりの

役割が大きくなっている現状に鑑みると、団員の労苦に報いるための適切な処遇のあり

方や、より幅広い、今の時代に合った団員確保策を検討する必要があるという考えのも

と、昨年12月に消防庁において本検討会を発足させたところである。 

本検討会においては、まずは、喫緊の課題である消防団員の適切な処遇のあり方につ

いて検討を行うこととした。昨年12月から本年３月までの計４回にわたる議論を通じ、

一定の方向性について合意を得たので、ここに中間報告を取りまとめた。なお、最終報

告については、今後、処遇以外の団員確保策について議論したうえで、本年夏頃を目途

にまとめる予定としている。 

本中間報告を踏まえ、全国各地において消防団員の処遇改善が進み、団員数の確保、

ひいては地域防災力の一層の充実・強化に繋がることを切に期待したい。 

 

令和３年４月 

消防団員の処遇等に関する検討会 

座長 室﨑 益輝 
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「消防団員の処遇等に関する検討会」中間報告書 
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１．消防団の現状と課題 

（１）若年層の入団者数の大幅な減少【資料①－１】 

令和２年４月１日時点の消防団員数は、前年から１万3,504人減少し、81万8,478

人となっている。記録の残る限りでは、消防団員数は、昭和29年に202万3,011人と

ピークを迎えた後、昭和30年に200万人を割り込むとともに、平成２年に100万人を

割り込むなど年々減少が続き、足元では２年連続で１万人以上減少する危機的な状

況となっている（H30:84万3,667人→H31:83万1,982人→R2:81万8,478人。いずれも

各年４月１日時点）。 

近年の消防団員の入団者数・退団者数を分析したところ、退団者数は概ね横ばい

傾向であるのに対し、入団者数が大きく減少していることが、団員数の大幅減の大

きな要因となっていることが判明した。とりわけ、20代の入団者数がここ10年間

（平成23年～令和２年）で約４割減少、30代も約２割減少するなど、若年層の入団

者数の減少が顕著となっている。 

こうした状況を踏まえ、本検討会においては、特に、若年層にとって入団した

い、引き続き在団したいと思えるような処遇のあり方、消防団のあり方について検

討していく必要がある。 

 

（２）多様化する消防団の役割等【資料①－２】 

  ここ10年間（平成22年～令和元年）における消防団員の出動回数に着目すると、

出動総数は61万6,430回から68万5,499回と約１割増加している。出動の種別で見る

と、火災のための出動は3万9,374回から3万360回と２割以上減少しているのに対

し、風水害等の災害のための出動は3,958回から1万114回と2.5倍以上に増加してい

る。 

  消防団員の具体的な活動内容は、地域によって様々ではあるが、災害発生前の土

のう設置や住民に対する早期避難の呼びかけ、災害発生直後の消火・排水作業や救

助活動、災害発生後の捜索活動や土砂・災害ごみの撤去等、多岐にわたっている。 

このように、消防団員数が減少する一方で、消防団員の活動が多様化、複雑化し

ていること、ひいては消防団員一人ひとりの負担が重くなっていることを踏まえた

処遇のあり方、消防団のあり方について検討していく必要がある。 

 

（３）検討の方針 

以上を踏まえ、本検討会ではこれまで、消防団員の処遇の中でも、特に、出動に

応じて支払われるいわゆる「出動手当」と、個々の出動とは別に消防団員に対し年

額で支払われるいわゆる「年額報酬」について検討してきた。 

それは、これらの改善が団員本人の士気向上に繋がることはもちろん、消防団活

動に対する家族等の理解を得るためにも不可欠だと考えられるためである。 

とりわけ出動手当については、災害時の出動のように自らも危険であるにもかか

わらず地域住民の安全・安心を守るために行われるものに対しては相応の処遇をす
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べきであるという問題意識のもと、その適切なあり方について特に深く検討を行っ

たところである。 

また、検討過程においては、団員本人に支給される出動手当・年額報酬等とは別

に、消防団の運営に必要な経費のあり方についても検討を行った。 

 

 

２．出動手当について 

 （１）出動手当の現状について【資料②－１】 

   多くの市町村（一部事務組合を含む。以下同じ。）は条例に基づき、出動回数に

応じ一定額を支給しており、その支給額は、火災に係る出動、風水害等に係る出

動、訓練に係る出動等、出動の態様に応じて定められている。 

風水害等に係る出動手当に限っても、支給の方法や金額については多様である。

また、出動手当の位置付けは、国の示している「○○市（町村）消防団員の定員、

任免、給与、服務等に関する条例（例）」（昭和40年７月１日自消乙教発第七号。以

下「条例（例）」という。）にならい、費用弁償としている団体が多い。 

 

（２）出動手当の法的性格等について【資料②－２】 

団体によって出動手当の額にばらつきがあるが、それはその法的性格が費用弁償

と位置付けられていることが大きな原因であると考えられる。 

しかしながら、年額報酬を基本給的な報酬、出動手当を出動に応じた報酬と受け

止めている例も多いと推察され、また実際に、そのような考え方に沿って出動手当

を出動に応じた報酬としている団体もあるほか、費用弁償としつつも、一定時間を

超えるごとに一定額が加算される団体など、考え方が報酬に近いものもあり、出動

手当を「報酬」と位置づけている団体と合わせると、約1/3となる（585団体、

34.8%）。 

※条例上、出動手当を報酬と位置付けている団体……194団体（11.5%） 

 時間により出動手当の額が変動する団体   ……391団体（23.2%） 

また、 

・災害が激甚化・多様化する中で、出動手当が費用弁償のままでは、消防団員の

報酬は階級ごとに一律である年額報酬のみとなり、（同じ市町村内の同じ階級

の団員間において）団員の活動や労苦に応じた報酬体系にならないこと 

・大規模な災害で複数の市町村に被害が生じている場合に、同じ災害に対し出動

しているにも関わらず市町村によって出動手当の額が大きく異なること 

は、一般的に理解が得にくいと考えられる。 

以上のことから、出動手当については、これを見直し、出動に応じた報酬制度を

創設すること、また、出動に関する費用弁償については、出動に伴い実費が生じる

ことも踏まえ、引き続き必要額を措置することが適当である。 

なお、これまで消防団員の出動に応じて支払われる額について、一般的に「出動
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手当」と呼称していたが、出動に応じた報酬制度を創設するのに合わせ、名称を

「出動報酬」とすることが適当である。 

 

（３）出動手当の額等について【資料②－３】 

出動手当を見直し、出動に応じた報酬制度を創設する場合、その性格は地方自治

法（昭和22年法律第67号）上の報酬（純粋に勤務に対する反対給付としての性格の

みを持つもの）となる。消防団員の役割は多岐にわたり、その活動頻度も地域の実

情による差が大きいが、核となる消防業務の内容については、各市町村により大き

く異なるものではないと考えられる。 

そのため、勤務の反対給付である報酬も、（職務の執行等に要した経費を償うた

め支給される金銭である費用弁償とは異なり）どの市町村においても勤務量に応じ

た一定水準の額が支払われるべきものと考えられる。 

報酬や費用弁償については、地方自治法第203条の２第５項の規定により、各市

町村の条例で定めるものとされていることから、一律に義務を課すわけではない

が、上記のような考えに基づけば、出動報酬の基準となる額や額の考え方を国にお

いて示すことが重要である。 

額の考え方を示すに当たっては、（消防団員に地方公務員法（昭和25年法律第261

号）は適用されないものの、同法第24条第２項の「均衡の原則」を参考に）類似の

業務を行う国家公務員や他の地方公務員、民間労働者を参考とすることが考えられ

る。 

 

本検討会では、具体的に、予備自衛官（国）、最低賃金（民間）等のほか、消防

団員の公務災害補償の補償基礎額等を参考として検討を行い、以下の結論を得た。 

 

災害（火災・風水害等）に係る出動については、災害の規模等により１回当たり

の出動時間は異なるものの、 

・警戒・訓練に比較して活動時間が長くなるケースがあること 

・事前に活動時間を予測することが難しい面があること 

等を考慮して、１日＝７時間45分を基本とし、予備自衛官の訓練招集手当や最低賃

金の全国平均額との均衡を考慮し、１日当たり7,000～8,000円程度を、支払うべき

標準的な額として定めることが適当である（地方自治法第203条の２第２項の規定

により、非常勤の職員の報酬は、原則として勤務日数に応じて支給される）。 

 

その一方で、災害時以外の出動の態様は様々であることから、業務の負荷や活動

時間等を勘案して金額を定めることも適当である。 

具体的には、災害時以外の出動（訓練・警戒等）については、 

・活動時間が短いことが多いこと 

・予定が立てやすいこと（活動時間や開始・終了時刻が事前に分かっていること



6 

 

が多い） 

・災害時の出動に比べて危険性が比較的低いこと 

等を勘案した上で、災害時の出動に対する出動報酬の額と均衡のとれた額を、各市

町村において実態を踏まえ定めることが適当である（例：訓練・警戒等は、活動時

間が３～４時間の場合には、１日当たり3,000～4,000円程度等）。 

 

短時間の出動や日付をまたぐ出動、１日に複数回の出動といった場合の取扱いに

ついても、基本的には、業務の負荷や活動時間等を勘案し、標準的な額と比較して

均衡のとれた額となるような取扱いをすべきであるが、 

・出動の態様が地域により様々であること 

・各市町村における過去の取扱いや他の非常勤特別職公務員における取扱いとも

ある程度整合をとる必要があること 

等を考慮すると、具体的な取扱いについては、国が示した基準を踏まえ、各市町村

において定めることが適当である。 

 

なお、大規模災害等で出動が長期間にわたる場合には、業務量が多く拘束時間も

長くなることから、消防団員の労苦に報いるという観点や、出動手当を見直し日額

支給が原則とされている報酬制度を創設するという観点からも、出動報酬の支給単

位は出動日数に関わらず「１回」とするのではなく、「１日」とすることが適当で

ある。さらに、１日当たりの活動時間が基本としている７時間45分を大幅に超え、

長時間に及ぶ場合には、災害時の出動に対する出動報酬の額と均衡をとりつつも、

市町村の判断で更に報酬を引き上げることも望ましいと考えられる。 

 

（４）出動手当の支給方法について【資料②－４】 

出動手当の支給方法について、全ての団員に対し、直接支給している団体数は全

国で606団体（36.0%）、団（分団・部等を含む。）経由で個人に支給している団体数

は全国で369団体（21.9%）、団（分団・部等を含む。）に支給している団体数は全国

で382団体（22.7%）であった。また、約２割の団体が、階級や基本団員・機能別団

員の別など、団員の属性により支給方法を分けている。 

今までも団員個人への直接支給が原則とされており、近年、団員個人に確実に支

払われ支給事務の透明性を図ることができる、団員の士気向上につながるといった

理由で直接支給への見直しが進んでいる（直接支給している606団体のうち、直近

２年間で直接支給に切り替えた団体は132団体）。 

出動手当を出動報酬とし、金額も勤務量に応じて引き上げるのであれば、なおさ

ら、団員個人に直接支給することを徹底すべきである。 

また、団経由で個人に支給するケースも、透明性の観点から、団員個人に直接支

給するよう改めるべきである。 

さらに、一部の団員については個人に直接支給し、その他の団員については団に
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支給する等のケースも、団員間の公平性の観点から扱いを統一し、すべての団員個

人に直接支給するよう改めるべきである。 

 

 

３．年額報酬について 

 （１）年額報酬の現状について【資料③－１】 

   市町村は条例に基づき、消防団員に対し年額報酬を支給している。支給額、支給

方法は、地域事情等により、必ずしも同一ではないものの、支給額の低い市町村に

おいては、引上げを図る必要があり、国はこうした団体に対し、早急にその引上げ

を行うよう要請してきた。 

各団体が条例で定める年額報酬（階級：団員）の平均額は、令和２年４月１日時

点で3万925円となっており、地方交付税単価の3万6,500円を下回っている。 

 

（２）年額報酬の位置付けについて【資料③－２】 

２（２）で述べたとおり、出動手当を見直し、出動に応じた報酬制度を創設する

場合、従来からの年額報酬の位置付けをどう考えるかが論点となる。 

 地方自治法第203条の２第２項の規定では、非常勤職員に対する報酬は日額報酬

を原則としているが、「条例で特別の定めをした場合は、この限りでない」とされ

ているところ、条例（例）において、この地方自治法の規定の例外として年額報酬

を規定するよう助言しているのは、消防団員が条例（例）第８条で規定するとお

り、発災時には直ちに出動するための即応体制をとる必要があるとされていること

による。 

 また、調査によると、出動手当が支給されない活動として、機器の点検など即応

体制をとるために必要な作業や、会議への出席など消防団員という身分を持つこと

に伴う日常的な活動が挙げられている。 

 これらの即応体制をとるために必要な作業や、消防団員という身分を持つことに

伴う日常的な活動については、今後も必要なものであることから、引き続き基本給

的性格を持つ報酬として年額報酬を支給するとともに、更に出動報酬を支給するこ

とが適当である。 

 

（３）年額報酬の額等について【資料③－３】 

国が年額報酬の基準となる額の考え方を示すに当たっては、２（３）と同様に、

（地方公務員法第24条第２項の「均衡の原則」を参考に）類似の業務を行う国家公

務員等を参考とすることが考えられる。 

具体的には、予備自衛官を参考としつつ、消防団員が市町村の非常勤特別職の地

方公務員である一方で、元来郷土愛護の精神に基づくボランティア的性格もあわせ

持つこと等を考慮して、当面、現在の地方交付税単価である3万6,500円を支払うべ

き標準的な額として定めることが適当である。 
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また、標準的な額については、将来的に社会経済情勢の変化に応じて適宜見直す

こととすべきである。 

なお、報酬は役務に対する反対給付であることから、上位の階級にあり、職責が

重いと考えられる者等については、各市町村により消防団活動の実態を踏まえた額

とすることが適当である。 

 

（４）年額報酬の支給方法について【資料③－４】 

年額報酬の支給方法について、全ての団員に対し、直接支給している団体数は全

国で720団体（41.9%）、団（分団・部等を含む。）経由で個人に支給している団体数

は全国で379団体（22.0%）、団（分団・部等を含む。）に支給している団体数は全国

で265団体（15.4%）であった。また、約２割の団体が、階級や基本団員・機能別団

員の別など、団員の属性により支給方法を分けている。 

年額報酬についても、出動手当（出動報酬）と同様、今までも団員個人への直接

支給が原則とされており、近年、団員個人に確実に支払われ支給事務の透明性を図

ることができる、団員の士気向上につながるといった理由で直接支給への見直しが

進んでいる（直接支給している720団体のうち、直近２年間で直接支給に切り替え

た団体は164団体）。 

年額報酬についても、団員個人に直接支給することを徹底すべきである。 

また、団経由で個人に支給するケースも、透明性の観点から、団員個人に直接支

給するよう改めるべきである。 

さらに、一部の団員については個人に直接支給し、その他の団員については団に

支給する等のケースも、団員間の公平性の観点から扱いを統一し、すべての団員個

人に直接支給するよう改めるべきである。 

 

 

４．消防団の運営に必要な経費について【資料④】 

   調査によると、年額報酬や出動手当を団に支給している団体のうち32団体が、これ

らを消防団の運営費の一部として団に支給している。 

しかしながら、本来、市町村が団員個人に直接支給すべき経費（年額報酬や出動手

当（出動報酬）等）と、消防団や分団の運営に必要な経費（装備や被服に係る経費、

維持管理費、入団促進や広報に係る経費等）は適切に区分し、それぞれを市町村にお

いて適切に予算措置すべきである。 

   なお、地方交付税の算定にあたっては、年額報酬や出動手当とは別に消防団の運営

に必要な経費についても算入されている。 
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５．市町村における対応 

２から４まで、出動手当（出動報酬）や年額報酬、消防団運営費といった消防団員

の処遇に係る事項や消防団の運営に係る事項について考察してきた。 

 特に２において述べた出動報酬の創設は、昭和40年の条例（例）以来の考え方を根

本から見直すものであり、今回の中間報告の提言は消防団の処遇のあり方を大きく変

える大改正といえる。 

これらの事項に係る改正を適切に行い、かつ、今後も消防団を円滑に運営していく

ためには、各市町村において消防団と協議し、十分に検討を行った上で、必要な条例

改正及び予算措置を実施する必要があるが、１で述べたように消防団員が急速に減少

していることを踏まえれば、至急その取組に着手すべきである。 

 

 

６．国や都道府県における対応 

国においては、２から４で述べたことを踏まえ、出動報酬や年額報酬の標準的な額

やその支給方法等の基準を定めるとともに、各市町村が１から５に掲げる事項につい

て、適切に理解し、早急に対応できるよう、十分な説明や助言を行うべきである。ま

た、市町村が取組を進めるため、出動報酬の創設などの制度の見直しにあたり各市町

村において懸念が生じないよう、財政措置のあり方について国において財政需要の実

態を踏まえた十分な検討を行うべきである。 

また、都道府県においても、各市町村に対し必要な助言等の支援を行うべきであ

る。 

 

 

７．今後の検討事項 

検討会では、まず消防団員の報酬等を中心に検討し、２～６のとおり一定の方向性

について結論を得たため、報酬等に関する議論については、この中間報告をもって結

論とする。国・都道府県・市町村においては早急に消防団員の報酬等の改善に向けた

取組を進めるべきである。 

また、消防団員数の減少を食い止め、必要な団員数を確保するには、他にも検討す

べき重要な課題がある。具体的には、 

・消防団に対する社会的評価の向上や広報の充実 

・消防団の訓練のあり方の検討・見直しを含む社会状況の変化にあわせた消防団の

あり方 

・消防団協力事業所表示制度や学生消防団活動認証制度など従前から実施している

取組の再周知や未導入の団体のフォローアップ 

などが考えられる。 

このため、本検討会においては、これらの項目について、引き続き精力的に検討

し、本年夏頃までに一定の結論を得たいと考えている。 
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「消防団員の処遇等に関する検討会」開催要綱  

１ 目的 

 近年、消防団員数は減少の一途をたどり、特にこの２年は毎年１万人以上

減少する危機的状況にある一方で、災害の多発化・激甚化が進み、消防団員

一人ひとりの役割が大変重要なものとなっている。 

こうした消防団員の労苦に報いるため、報酬・出動手当をはじめとした団

員の適切な処遇のあり方等について検討を行い、ひいては消防団員を確保す

ることを目的として、「消防団員の処遇等に関する検討会」（以下「検討会」

という。）を開催する。 

２ 検討事項 

検討会は、消防団員を確保することを目的として、以下に掲げる事項につ

いて検討する。 

（１）消防団員の報酬・出動手当をはじめとした適切な処遇のあり方 

（２）消防団員の加入促進 等 

３ 検討会 

（１）検討会の委員は、別添のとおりとする。 

（２）検討会に座長を置く。座長は、主催者である消防庁長官が委員の中から

指名する。 

（３）座長は、検討会を代表し、会務を統括する。 

（４）検討会は、原則公開とするが、特段の理由がある場合には、委員の過半

数の賛成で非公開とすることができる。 

４ 運営 

（１）検討会の庶務は、消防庁国民保護・防災部防災課地域防災室が処理する。 

（２）本要綱に定めるもののほかは、主催者と協議の上、座長が定める。 

  附 則 

この要綱は、令和２年 12 月 15 日から施行する。 
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消防団員の処遇等に関する検討会 委員名簿 

（敬称略、五十音順）  

 

 

座長  室﨑  益輝  （兵庫県立大学大学院減災復興政策研究科長）  

委員  秋本  敏文  （公益財団法人日本消防協会会長）  

 安達  由紀  （鳥取市消防団女性分団団員）  

石橋  毅   （公益財団法人千葉県消防協会会長）  

 太田  長八  （東伊豆町長）  

荻澤  滋   （消防庁国民保護・防災部長）  

小出  譲治  （千葉県市原市長）  

重川希志依  （常葉大学大学院環境防災研究科教授）  

花田  忠雄  （神奈川県くらし安全防災局長）  

山内  博貴  （全国消防長会総務委員会前委員長（京都市消防局長）） 
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「消防団員の報酬等の基準の策定等について」のポイント
（令和３年４月１３日付消防庁長官通知）

○ 団員個人に対し直接支給すべき経費（報酬等）と、団・分団の運営に必要な経費（維持管理費等）は適切に区別し、

各市町村において適切に予算措置すべきであること。

○ ①の基準は令和４年４月１日から適用するため、それまでに、各市町村において消防団と協議のうえ、十分な検討を

行い、必要な条例改正及び予算措置を実施すること。

○ ①の基準を定めることとあわせ、条例(例)を改正するので、各市町村の条例改正にあたり参考にされたいこと。

○ 出動報酬の創設等に伴う課税関係については、国税庁と協議の上、追って消防庁から通知すること。

○ 地方財政措置については、令和４年度から、①の基準等を踏まえて見直しを行う方向で検討することとしていること。

○ 「消防団員の処遇等に関する検討会」中間報告を踏まえ、消防団員の処遇改善を推進するため発出するもの

【基準の内容】

年額報酬と出動報酬の２種類とする。ただし、地域の実情に応じ、このほかの報酬を定めることを妨げない。

○年額報酬の額は、「団員」階級の者については36,500円を標準額とする。
「団員」より上位の階級にある者等については、業務の負荷や職責等を勘案して、標準額と均衡のとれた額とする。

○出動報酬の額は、災害（水火災・地震等）に関する出動については１日あたり8,000円を標準額とする。
災害以外の出動については、出動の態様や業務の負荷、活動時間等を勘案して、標準額と均衡のとれた額とする。

上記に掲げる報酬のほか、団員の出動に係る費用弁償については、必要額を措置する。

報酬・費用弁償とも、団員個人に対し、活動記録等に基づいて市町村から直接支給する。

① 「非常勤消防団員の報酬等の基準」の制定

② その他（適切な予算措置、留意事項等）

１．報酬の種類

２．報酬の額

３．費用弁償

４．支給方法

※以下の基準を踏まえ、市町村が条例で定める。



 

                                                     消 防 地 第 1 7 1 号  

令和３年４月 13 日  

 

各都道府県知事 

各指定都市市長 

 

 消 防 庁 長 官  

 

消防団員の報酬等の基準の策定等について 

 

消防団は、地域の消防防災体制の中核的役割を果たす存在ですが、消防団員数は２年連続で１

万人以上減少しているという危機的な状況であり、今後数年間で 80万人を割り込むおそれもあ

る極めて憂慮すべき事態となっています。消防庁では、このままでは消防団員の減少に歯止めが

かからず、地域防災力が低下し、ひいては地域住民の生命・身体・財産の保護に支障をきたすと

いう、これまで以上に強い危機感のもと、講ずべき対策を検討するため、「消防団員の処遇等に

関する検討会」を開催することとしました。同検討会では昨年 12月から本年３月まで、まずは

消防団員の適切な処遇のあり方について議論を行ってきたところですが、今般、同検討会におけ

る中間報告が別添参考１のとおり取りまとめられました。 

 

消防庁では、中間報告を踏まえ、出動報酬の創設や、年額報酬及び出動報酬の基準の策定、報

酬等の団員個人への直接支給の徹底、消防団の運営費の適切な計上など、消防団員の処遇の改善

に向け今後必要な措置として取り組むべき事項や留意事項を下記のとおり取りまとめました。 

 

つきましては、市町村（一部事務組合を含む。以下同じ。）にあっては、本通知の内容や、消

防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律（平成 25年法律第 110号）第 13条におい

て「国及び地方公共団体は、消防団員の処遇の改善を図るため、出動、訓練その他の活動の実態

に応じた適切な報酬及び費用弁償の支給がなされるよう、必要な措置を講ずるものとする」とさ

れていることを踏まえて適切に取り組んでいただくとともに、都道府県にあっては、貴都道府県

内の市町村に対して、消防団員の処遇の改善等について積極的な取組を行うよう周知し、適切に

助言されるようお願いします。 

 

なお、本通知は消防組織法（昭和 22年法律第 226号）第 37条の規定に基づく助言として発出

するものであることを申し添えます。 

  

殿 



 

記 

 

１ 消防団員の処遇の改善を図るため、別紙１のとおり、「非常勤消防団員の報酬等の基準」

（以下本通知において「基準」という。）を定めたので、この基準及び別紙２の留意点を踏ま

え、各市町村において、消防団員の報酬等の見直しを検討すること。 

 

２ 本来団員個人に直接支給すべき経費（年額報酬や出動報酬等）と、消防団や分団の運営に必

要な経費（装備や被服に係る経費、維持管理費、入団促進や広報に係る経費等）は適切に区別

し、それぞれを各市町村において適切に予算措置すべきであること。 

  

３ 各市町村においては、消防団と協議のうえ、十分な検討を行い、必要な条例改正及び予算措

置を実施すること。条例については、令和４年３月末日までに改正し、同年４月１日から施行

すること。予算については令和４年度当初予算から必要な額を計上すること。 

 

４ 基準の制定にあわせ、「○○市（町村）消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例

（例）」（昭和四十年七月一日自消乙教発第七号）を別紙３のとおり改正するので、各市町村

においては条例の改正にあたり参考にされたいこと。 

 

５ 出動報酬の創設に伴う課税関係については、国税庁と協議のうえ、追って消防庁から通知す

ることとしていること。 

 

６ 出動報酬の創設等に伴い、地方財政措置については、令和４年度から基準等を踏まえて見直

しを行う方向で検討することとしていること。 

 

以上 

  



別紙１ 

非常勤消防団員の報酬等の基準 

 消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律（平成25年法律第110号）第13条に掲

げる必要な措置を実施するため、地方自治法（昭和22年法律第67号）第203条の２第１項及び第

３項に規定する非常勤消防団員の報酬及び費用弁償に係る基準を次のように定める。 

第１ 非常勤消防団員の報酬の種類は、出動回数によらず年額により支払われる年額報酬及び出

動に応じて支払われる出動報酬の二種類とする。ただし、地域の実情に応じ、このほかの報酬

を定めることを妨げない。 

第２ 年額報酬の額は、「消防団員の階級の基準」（昭和39年消防庁告示第５号）に定める「団

員」階級の者については、年額36,500円を標準とする。「団員」より上位の階級にある者等に

ついては、市町村（一部事務組合を含む。以下同じ。）において、業務の負荷や職責等を勘案

し、標準額と均衡のとれた額となるよう定める。 

第３ 出動報酬の額は、災害（水火災又は地震等の災害をいう。以下同じ。）に関する出動につ

いては、１日当たり8,000円を標準とする。災害以外の出動については、市町村において、出

動の態様（訓練や警戒等）や業務の負荷、活動時間等を勘案し、標準額と均衡のとれた額とな

るよう定める。 

第４ 上記に掲げる報酬のほか、出動に伴い実費が生じることも踏まえ、消防団員の出動に係る

費用弁償については、必要額を措置する。 

第５ 報酬及び費用弁償は、消防団員個人に対し、活動記録等に基づいて市町村から直接支給す

る。 



別紙２ 

非常勤消防団員の報酬等の基準に係る留意点について 

非常勤消防団員の報酬等の基準（以下「基準」という。）に掲げる事項については、以下の

点に留意すること。 

・基準全体について

この基準は、令和４年４月１日から適用すること。ただし、特に第５の支給方法について

は、従前より消防庁から助言していることも踏まえ、市町村において前倒しで実施すること

が望ましいこと。 

・第１について

報酬の種類については、報酬が勤務に対する反対給付であることに鑑み、即応体制をとる

ために必要な作業や、消防団員という身分を持つことに伴う日常的な活動に対する基本給的

な性格を持つ年額報酬と、出動に応じた成果給的な報酬としての出動報酬の二種類を定めて

いること。 

・第２について

年額報酬の額については、基準に定める標準額を上回る報酬額が適切でないという趣旨で

はなく、基準の適用日前に標準額を上回る報酬額を定めている場合には、本通知の処遇の改

善を図るという趣旨に照らして検討すること。 

また、「団員」より上位の階級にある者や機能別団員等の年額報酬については、市町村に

おいて業務の負荷や職責等を勘案して均衡のとれた額を定めること。 

・第３について

出動報酬の額については、年額報酬と同様、基準に定める標準額を上回る報酬額が適切で

ないという趣旨ではなく、基準の適用日前に標準額を上回る報酬額等（出動に係る費用弁償

の額を含む。）を定めている場合には、本通知の処遇の改善を図るという趣旨に照らして検

討すること。 

また、災害以外の出動については、標準額と比較して業務の負荷や活動時間等を勘案して

均衡のとれた額を定めること（均衡をとる観点から、警戒・訓練等について、標準額を下回

る額を定めることは差し支えない）。 

短時間の出動や日付をまたぐ出動、１日に複数回の出動といった場合の取扱いについて

も、基本的には、業務の負荷や活動時間等を勘案し、標準額と比較して均衡をとりつつ、具

体的な取扱いについては、各市町村において定めること。 

ただし、大規模災害等で出動が長期間にわたる場合には、出動報酬の支給単位は出動日数

に関わらず「１回」とするのではなく、「１日」とすることが適当であること。さらに、こ

の場合の出動報酬の額は、標準額と均衡をとりつつも、市町村の判断で更に引き上げること

も差し支えないこと。 



・第４について

消防団員の出動に係る費用弁償については、地域の実情に応じて各市町村において定める

こととし、その際には、他の非常勤職員の費用弁償の例によることが適当であること。 

・第５について

報酬及び費用弁償については、団員個人に直接支給すること。

団（分団・部等を含む。以下同じ。）経由で団員個人に支給することも、透明性の観点か

ら適切ではなく、団員個人に直接支給すること。 

一部の団員については個人に直接支給し、その他の団員については団に支給する等の方法

も、団員間の公平性の観点から適切ではなく、団員個人に直接支給すること。 
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○
○
市
（
町
村
）
消
防
団
員
の
定
員
、
任
免
、
給
与
、
服
務
等
に
関
す
る
条
例
（
例
）
の
一
部
を
改
正
す
る
条

例
（
例
）

○
○
市
（
町
村
）
消
防
団
員
の
定
員
、
任
免
、
給
与
、
服
務
等
に
関
す
る
条
例
（
例
）
（
昭
和
四
十
年
七
月
一
日
自

消
乙
教
発
第
七
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

次
の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
た
部
分
を
こ
れ
に
順
次
対
応
す
る
改
正
後
欄
に
掲
げ
る

規
定
の
傍
線
を
付
し
た
部
分
の
よ
う
に
改
め
、
改
正
前
欄
及
び
改
正
後
欄
に
対
応
し
て
掲
げ
る
そ
の
標
記
部
分
に
二
重

傍
線
を
付
し
た
規
定
（
以
下
「
対
象
規
定
」
と
い
う
。
）
は
、
当
該
対
象
規
定
を
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
も
の
の
よ
う
に

改
め
る
。

別紙３ 
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改

正

後

改

正

前

（
服
務
規
律
）

（
服
務
規
律
）

第
八
条

団
員
は
、
団
長
の
招
集
に
よ
つ
て
出
動
し
、
職
務
に
従
事
す
る
も
の
と
す
る
。
た
だ
し
、
招
集
を
受
け
な

第
八
条

団
員
は
、
団
長
の
招
集
に
よ
つ
て
出
動
し
、
職
務
に
従
事
す
る
も
の
と
す
る
。
た
だ
し
、
招
集
を
受
け

い
場
合
で
あ
つ
て
も
、
災
害
（
水
火
災
又
は
地
震
等
の
災
害
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
の
発
生
を
知
つ
た
と
き

な
い
場
合
で
あ
つ
て
も
、
水
火
災
そ
の
他
の
災
害
の
発
生
を
知
つ
た
と
き
は
、
あ
ら
か
じ
め
指
定
す
る
と
こ
ろ

は
、
あ
ら
か
じ
め
指
定
す
る
と
こ
ろ
に
し
た
が
い
、
直
ち
に
出
動
し
、
職
務
に
従
事
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

に
し
た
が
い
、
直
ち
に
出
動
し
、
職
務
に
従
事
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
報
酬
）

（
報
酬
）

第
十
二
条

団
員
の
報
酬
は
、
年
額
報
酬
及
び
出
動
報
酬
と
す
る
。

第
十
二
条

団
員
に
は
、
次
に
よ
り
報
酬
を
支
給
す
る
。

２

団
員
に
は
、
次
に
よ
り
年
額
報
酬
を
支
給
す
る
。

団

長

年

額

円

団

長

年

額

円

副

団

長

年

額

円

副

団

長

年

額

円

分

団

長

年

額

円

分

団

長

年

額

円

副
分
団
長

年

額

円

副
分
団
長

年

額

円

部

長

年

額

円

部

長

年

額

円

班

長

年

額

円

班

長

年

額

円

団

員

年

額

円

団

員

年

額

円

３

団
員
が
災
害
、
警
戒
、
訓
練
等
の
職
務
に
従
事
す
る
場
合
に
お
い
て
は
、
次
に
よ
り
出
動
報
酬
を
支
給
す
る
。

災
害
の
場
合

一
日
に
つ
き

円

警
戒
の
場
合

一
日
に
つ
き

円

訓
練
の
場
合

一
日
に
つ
き

円

○
○
の
場
合

一
日
に
つ
き

円

（
費
用
弁
償
）

（
費
用
弁
償
）

第
十
三
条

団
員
が
災
害
、
警
戒
、
訓
練
等
の
職
務
に
従
事
す
る
場
合
に
お
い
て
は
、
費
用
弁
償
を
支
給
す
る
も
の

第
十
三
条

団
員
が
水
火
災
、
警
戒
、
訓
練
等
の
職
務
に
従
事
す
る
場
合
に
お
い
て
は
、
次
に
よ
り
費
用
弁
償
を

と
し
、
そ
の
額
は
、
○
○
の
例
に
よ
る
。

支
給
す
る
。

水
火
災
の
場
合

一
回
に
つ
き

円
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警
戒
の
場
合

一
回
に
つ
き

円

訓
練
の
場
合

一
回
に
つ
き

円

２

前
項
の
場
合
を
除
き
団
員
が
公
務
の
た
め
旅
行
し
た
場
合
、
団
長
に
つ
い
て
は
○
○
相
当
職
、
副
団
長
に
つ
い

２

前
項
の
場
合
を
除
き
団
員
が
公
務
の
た
め
旅
行
し
た
場
合
、
団
長
に
つ
い
て
は
○
○
相
当
職
、
副
団
長
に
つ

て
は
○
○
相
当
職
と
み
な
し
費
用
弁
償
を
支
給
す
る
。

い
て
は
○
○
相
当
職
と
み
な
し
費
用
弁
償
を
支
給
す
る
。

３

報
酬
及
び
費
用
弁
償
の
支
給
方
法
に
つ
い
て
は
、
○
○
の
例
に
よ
る
。

３

報
酬
及
び
費
用
弁
償
の
支
給
方
法
に
つ
い
て
は
、
○
○
の
例
に
よ
る
。

備
考

対
象
規
定
の
二
重
傍
線
を
付
し
た
標
記
部
分
を
除
く
全
体
に
付
し
た
傍
線
は
注
記
で
あ
る
。
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附

則

こ
の
条
例
は
、
令
和
四
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。
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